
ICF CLUB 

 

特定非営利活動法人 NGO シェイクハンド 

生涯活躍のまち構想エリア事前調査項目と期待される効果について 

 

医療・福祉・教育・農業 

新たなソーシャルビジネスの具現化へのキーワード 

 

 

1. 移住 

 

➢ 首都圏からの移住促進に向けた調査・研究 

➢ 本調査・研究を通じて現状を正確に把握することにより、より的確できめ

細やかな対応策を検討する基礎資料を得ることができる。 

➢ ニッチであっても、人数の多寡に関わらず、移住希望者やその潜在的な需

要を把握することができる。 

➢ プロモーションをかけるターゲットの絞り込み（ターゲティング）が可能

となる。 

 

2. 医療・福祉・教育・農業 

 

➢ 医療・福祉・教育・農業従事者の移住に向けた調査・研究 

➢ 1 で挙げたものに加え、従事者の抱える課題や問題意識を把握することに

より、移住に向けて町として何をすべきかを検討する基礎資料を得ること

ができる。 

➢ 医療・福祉従事者が働きやすく暮らしやすい環境づくり、まちづくりの検

討に向けた基礎資料を得ることができる。 

 

3. 有識者及び先端技術研究者 

 

➢ 移住に向け有識者及び先端技術研究者が、どのような環境で職務に従事し

たいのかを把握すること等を通じて、彼らが移住しやすい、移住したくな

る環境整備のための基礎資料を得ることができる。 

➢ 移住の意向のある有識者及び先端技術研究者の専門分野を把握することを

通じて、具体的にどのような施設を整備する必要があるのかを明らかにす

ることができる。 

 

4. 国内外からのツアー人口増加 

 

➢ 国内外からのツアー客が何を求め、何を楽しみにし、何を実際に楽しんで

いるのか等について把握することを通じて、町としてどのような措置を講

じればいいのかを検討する基礎資料を得ることができる。 

➢ 変化するツアー客のニーズに的確に対応できる体制の整備（継続的なマー

ケティング調査の実施を含む。）の下地づくりにつなげることができる。 

➢ 町が考える魅力とツアー客の考える魅力のギャップを埋める端緒となる。 
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5. キャリアコンサルティングと雇用創出 

 

➢ 地域の特性を生かした雇用の創出につなげることができる。 

➢ 地域にどのような人材がおり、それをどう雇用につなげていくことができ

るのか、人材と雇用のマッチングの基礎資料を得ることができる。（的確な

対策・キャリアコンサルタントの育成） 

➢ 地域の効果的な対策の検討の基礎資料を得ることができる。 

 

6. 医療・福祉・教育・農業の子育て世代の移住 

 

➢ 大都市等に居住する子育て世代が抱える課題を把握することができる。 

➢ 子育て世代の移住希望者の潜在的なニーズの把握や掘起しにつなげること

ができる。 

➢ 効果的な移住促進策の検討の基礎資料を得ることができる。 

 

7. 防災と避難シェルター 

 

➢ 現状や実態の把握が可能となる生活機能に応じた対策として何が必要かを

的確に検討する基礎資料を得ることができる。 

 

8. 高齢者介護システムの研究と AIと第三者評価システム 

 

➢ 首都圏などのアクティブシニアの生活機能に応じた健康状態について把握

することにより、的確な介護システム整備・構築の基礎資料を得ることが

できる。 

➢ 財政措置を含め、システム整備の構築が可能な高齢者介護の検討の基礎資

料を得ることができる。 

➢ 首都圏などのアクティブシニアが移住先で求めるものについて把握するこ

とができ、町として講ずべき措置についての検討の基礎資料を得ることが

できる。 

 

9. 国内外からのホームステイと農家 

 

➢ 国内外からのホームステイと農家受入れの実態を把握することができる。 

➢ 町としての受入れの可能性や受入れの在り方（期間、受け入れる人材の属

性等）について検討する基礎資料を得ることができる。 

➢ 受入れを行う場合において、町として講ずべき措置について検討する基礎

資料を得ることができる。 

 

10. 再生可能エネルギーの活用 

 

➢ 医療・福祉・教育・農業の運営に最低限必要なエネルギー量、その確保の

ためにはどの程度の規模の再エネ施設が必要となりうるのか等について検
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討する基礎資料を得ることができる。 

➢ 地域の特性を踏まえ、どのような再生可能エネルギーを活用可能であるの

か等について検討する基礎資料を得ることができる。 

 

11. 企業誘致 

 

➢ 医療・福祉などに係る企業を視野に連携の在り方についての検討の基礎資

料を得ることができる。 

➢ スマート農業に関連した新たな商品やサービスの開発のための基礎資料を

得ることができる。（将来的な企業の研究施設等の誘致も念頭に置く。） 

➢ 地域ブランドの拡大、知名度の向上に向けた基礎資料を得ることができ

る。 


